
○ 収益性向上対策 共通 

（令和７年４月１日更新） 

 

【産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）及び都道府県事業計画】 

（収共－１）産地の中心となる経営体の考え方いかん。 

（収共－２）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）と人・農地プラン及び地域計画の関係

いかん。（修正） 

（収共－３）民間事業者も助成対象とすることができるのか。 

（収共－４）民間事業者のうち、大手資本又は大手資本から出資を受けている者も助成対象とし

てよいのか。 

（収共－５）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に複数の成果目標を位置付けることは

可能か。 

例えば、①水稲の生産コスト 10％以上削減、②野菜（水稲から野菜への作付転換を

含む）の販売額 10％以上向上、を位置付ける場合は、どのような考え方になるのか。 

（収共－６）稲から高収益作物等への転換における高収益作物等にはどのような品目が該当する

のか。 

（収共－７）成果目標（生産コストの 10％以上の削減等）は、取組主体事業計画ごとに達成する

必要があるのか。 

（収共－８）産地での成果目標（生産コストの 10％以上の削減等）の達成状況は、どのように検

証するのか。 

（収共－９）収益性向上対策の産地における「一定のまとまり」とは、どのようなものを想定し

ているのか。 

（収共－10）成果目標を販売額増加とし、「野菜苗」で産地パワーアップ計画（収益性向上タイ

プ）を作成する場合、産地の範囲はどのように考えればよいのか。 

（収共－11）１農業者が複数の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に参加することは可

能か。 

（収共－12）新規で施設を整備する場合、集出荷・加工コスト 10％以上削減は何と比較するのか。 

（収共－13）目標達成率が 80％に満たなかった産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を有

する協議会であっても、新たな産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の作成は

可能か。 

（収共－14）目標達成率が 80％に満たなかった産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を有

する協議会に対する農政局等の厳格な審査とはどのようなものか。（修正） 

（収共－15）成果目標の達成率が 80％に満たなかった取組主体が作成する次年度以降の取組主体

事業計画について、厳格な審査が行われるのはどのような場合か。 

（収共－16）取組主体事業計画に対する厳格な審査とはどのようなものか。 

（収共－17）取組主体の成果目標について産地パワーアップ計画と同様に価格補正を行ってもよ

いか。（修正） 

（収共－18）過去に取組主体から複数の農家等に貸付を行い取組目標が未達成であった場合、貸

付先の農家等は新たな産地パワーアップ計画へ参加できるのか。 



（収共－19）別産地又は別品目の産地パワーアップ計画に参加する場合、厳格な審査の対象とな

るのか。 

（収共－20）施設整備等を支援する他の事業で成果目標が未達成の場合の取扱いはどのようにな

るか。 

（収共－21）自然災害等による成果目標の変更・評価終了は天候不順等でも認められるのか。 

（収共－22）需要減が見込まれる品目や品種に取り組む場合、収益性向上対策を実施することは

できないのか。（追加） 

（収共－23）成果目標の「集出荷・加工コストの 10％以上の削減」は、どのような施設の整備に

取り組む場合に設定できるのか。 

（収共－24）成果目標の「集出荷・加工コストの 10％以上の削減」は、施設利用料でみてもいい

のか。 

（収共－25）需要減が見込まれる品種・品目から需要が見込まれる品種・品目への転換率 100％

の面積カウントは、産地全体の面積から新たに転換する面積で計算するのか。 

（収共－26）契約栽培の定義は何か。（修正） 

（収共－27）成果目標の「労働生産性の 10％以上の向上」における労働生産性はどのように算出

するのか。 

（収共－28）「労働生産性の 10％以上の向上」の成果目標について、どのような効果が期待され

ているのか。 

（収共－29）「労働生産性の 10％以上の向上」の成果目標について、施設整備を行う場合、どの

ように活用できるのか。 

（収共－30）これまで産地で生産したことのない新規作物の生産に取り組む場合、本事業の助成

対象となり得るか。 

（収共－31）新規作物の生産に取り組む場合、成果目標で「販売額の 10％以上の向上」を選択す

ることは可能か。 

（収共－32）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を、１ＪＡの整備事業のみで作成する

ことは可能か。 

（収共－33）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を、１つの農地所有適格法人で作成す

ることは可能か。 

（収共－34）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を、１品種で作成することは可能か。 

（収共－35）交付等要綱別記２第４の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の基準に、「本

事業を含む国庫補助事業実施の有無に関わらず、収益性の向上の取組が行われること」

とあるが、これらの取組内容や目標の達成状況はどのように確認するのか。 

（収共－36）産地生産基盤パワーアップ事業の助成額に上限はあるのか。 

（収共－37）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）は複数年計画を可能としているが、最

長何年までか。 

（収共－38）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に１つの取組主体による複数の取組主

体事業計画を位置付けることは可能か。 

（収共－39）目標年度が異なる取組について、１つの産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）

に位置付けてもいいのか。 



（収共－40）共通３のアの品目「露地野菜」及び「施設野菜」の留意事項欄の「都市近郊地域」

は現市町村でみるのか、それとも旧市町村でみるのか。 

（収共－41）産地の範囲が、農林統計に用いる地域区分における平地農業地域から中間農業地域

及び都市的地域に跨がっている場合における「面積要件」の考え方について。 

（収共－42）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に新たな取組を追加する場合は、成果

目標を上方修正する必要があるのか。 

（収共－43）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に複数の成果目標を位置付けることは

可能か。可能な場合、注意すべきことは何か。 

（収共－44）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の成果目標について、整備事業（共同

利用施設）を「集出荷・加工コストの 10％の削減」、基金事業（うち生産支援事業）

を「生産コストの 10％以上の削減」とすることは可能か。 

（収共－45）整備事業（共同利用施設）のみの産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を早

急に策定し、その後、産地の合意形成が整い次第、基金事業（うち生産支援事業）を

追加する予定である。 

この場合、成果目標に、「集出荷・加工コストの 10％以上の削減」のほか、新たに

「生産コストの 10％以上の削減」を設定することは可能か。 

また、これをもって、成果目標の上方修正とすることは認められるのか。 

（収共－46）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の現状値について、例えば、新たに取

組が追加（面積の増加、参加農家の増加等）された場合、現状値を見直す必要はない

のか。 

（収共－47）中山間地域等において、基金事業（うち生産支援事業）のみを実施する場合の、「５

戸以上の農業者が参加、又は取組面積が１ha以上」の考え方いかん。 

（収共－48）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の成果目標の「所得額の 10％以上の増

加」は、どのような検証方法があるのか。 

（収共－49）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の実績の検証についてはどのように行

えばよいのか。 

（収共－50）成果目標で「販売額の 10％以上の増加」を選択する場合の評価における価格補正は、

どのように行うのか。 

（収共－51）成果目標で「所得額の 10％以上の増加」を選択する場合の評価における価格補正は、

どのように行うのか。 

（収共－52）特定の産地で全国シェアが大きい品目は、価格補正をしなくてもよいか。 

（事業の取組の成果により販売単価が上昇したとしても、全国の販売単価についても

産地の販売単価の上昇と併せて上昇するため。） 

（収共－53）農産物輸出の成果目標で「新規の取組又は直近年の輸出実績がない場合は、総出荷

額に占める輸出向け出荷額の割合５％以上又は輸出向けの年間出荷量 10トン以上」と

しているが、「直近年」とはどの程度をいうのか。 

（収共－54）事業効果の早期発現を目指し、３年目を目標年度として６％を超える成果目標を設

定した場合において、目標年度に成果目標を達成できない場合はどうするのか。 

（収共－55）産地において事業効果の早期発現を目指し、３年目に６％を超える成果目標を設定



した場合であっても、翌年度以降の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に新

たな取組を追加することができるか。 

 

【農業支援サービスの利用率に係る成果目標について】 

（収共－56）支援対象となる農業支援サービス事業の定義いかん。 

（収共－57）「農業支援サービス事業育成対策」と「強い農業づくり総合支援交付金のうち農業

支援サービス事業支援タイプ」、「産地生産基盤パワーアップ事業」に支援内容等の

違いはあるのか。 

（収共－58）「農業支援サービス事業育成対策」と「強い農業づくり総合支援交付金のうち農業

支援サービス事業支援タイプ」や「産地生産基盤パワーアップ事業」で事業間に関連

はあるのか。 

（収共－59）農業支援サービス事業体として、民間事業者は支援の対象となるのか。大企業は対

象外なのか。 

（収共－60）産地及び農業支援サービス事業体の考え方いかん。農業者の組織する団体やＪＡの

農業支援サービス活用部会などでも対象になるのか。 

（収共－61）農業支援サービス事業体の利用割合の計算方法の考え方いかん。 

（収共－62）複数のサービスを導入する際の計算方法の考え方いかん。 

（収共－63）ヘリ防除からドローン防除に切り替える場合の計算方法の考え方いかん。 

（収共－64）センシング等を複数品目で取り組む場合の面積要件の考え方いかん。 

（収共－65）既に産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に位置付けられている事業体が新

たに他の品目や別のサービスを提供する場合の考え方いかん。 

（収共－66）既存の産地パワーアップ事業計画との重複の考え方いかん。 

（収共－67）機械導入でなく施設整備の際の成果目標としても活用出来るのか。 

（収共－68）農業支援サービスの一環として産地生産基盤パワーアップ事業で導入した機械を農

業支援サービス事業体から生産者にレンタルする場合のレンタル料金の考え方いか

ん。 

（収共－69）農業支援サービス事業体の利用割合についての産地の成果目標を立てる場合、当該

産地で利用する農機シェアリング等のために農機をリース導入する農業支援サービス

事業体は、産地の外部の事業体でもよいのか。 

（収共－70）産地パワーアップ計画（収益性向上対策）の実施期間が経過した産地において、翌

年に同一の産地で同一の品目に対して取組を行う場合、過去の産地パワーアップ計画

（収益性向上タイプ）の事業評価を行う前であっても新たな産地パワーアップ計画の

作成は可能か。 

（収共－71）過去の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）と成果目標が異なる場合、新た

な計画はどの時点で作成できるのか。 

（収共－72）新計画における「同一産地」の考え方いかん。 

（収共－73）事業評価前に同一成果目標で新たな産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を

作成した場合、以前の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の事業評価は行う

のか。 



 

【取組主体事業計画】 

（収共－74）取組主体事業計画における取組目標とは何か。 

（収共－75）農業者が機械リースのほか施設整備に取り組むことも可能か。 

 

【事業内容】 

（収共－76）本事業の助成対象及び補助率いかん。 

（収共－77）整備事業を行う場合において、強い農業づくり総合支援交付金（産地基幹施設等支

援タイプ）と産地生産基盤パワーアップ事業（収益力向上対策）ではどのような違い

があるのか。また、すみ分けはあるのか。 

（収共－78）内部設備を基金事業（うち生産支援事業）により農業機械導入又は農業機械リース

導入として導入することは可能か。（修正） 

（収共－79）農産物処理加工施設のうち、加工施設の補助対象基準において、「茶の加工施設を

食品事業者が整備する場合」とあるが、食品事業者とはどのような者をいうのか。 

（収共－80）国の支援と併せて、都道府県や市町村が支援を行うことは可能か。 

（収共－81）本事業における事業着手はどの時点になるのか。 

（収共－82）内部設備としてフォークリフト等の整備は可能か。 

（収共－83）面積要件は実面積か。それとも延べ面積か。また、事業開始時点で面積要件を満た

している必要はあるか。（修正） 

（収共－84）ブロックローテーションの場合の面積要件は、どうなるのか。 

（収共－85）基金事業（うち生産支援事業）で導入又はリース導入する農業機械や購入する生産

資材は、どのように管理するべきか。 

 

【きのこ・山菜類の取組】 

（収共－86）きのこ、山菜類を助成対象とした理由いかん。 

（収共－87）きのこ、山菜類を対象とする場合は、どのような取組や施設が支援対象となるのか。 

（収共－88）きのこの対象施設を、生産技術高度化施設とする理由いかん。 

（収共－89）山菜類の対象施設を、生産技術高度化施設のほか、農産物処理加工施設、集出荷施

設等とする理由いかん。 

（収共－90）きのこ、山菜類を対象とする場合、法人が、農業者に貸し出すことを目的として、

施設を整備することは可能か。 

（収共－91）きのこ、山菜類の取組において、任意組織として、４戸が特用林産物、１戸が他の

作物の生産に取り組む場合も支援対象となるのか。 

（収共－92）きのこ、山菜類の取組において、法人が取組主体となり、農家に貸し付けることを

目的として施設を整備する場合、都道府県は、法人の貸付先農家が複合経営であるこ

とをいつまでに確認する必要があるのか。 

（収共－93）これまで産地で生産したことのないきのこ、山菜類の生産に取り組む場合であって

も、本事業の支援対象となるのか。 



（収共－94）きのこ、山菜類の取組において、複合経営に占める「他の作物」の割合（販売量や

販売額の割合）に、下限はあるのか。 

（収共－95）菌糸発生施設は支援対象となるのか。 

（収共－96）きのこ栽培施設の上限事業費として、「菌類栽培施設」と「菌床製造施設」がある

が、「菌糸発生施設」は、どちらに該当するのか。 

（収共－97）特用林産物を助成対象としないのか。 

（収共－98）山菜類にはどのような品目があるのか。 

（収共－99）きのこ、山菜類を対象とする場合の留意点は何か。 

（収共－100）水わさびは支援対象となるのか。 

 

  



【産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）及び都道府県事業計画】 

（収共－１）産地の中心となる経営体の考え方いかん。 

（答） 

１ 地域の農業を将来にわたって牽引していく者を想定しており、規模や経営形態についての

制限はないが、地域の関係者の合意の下、地域農業の担い手として認められ、産地パワーア

ップ計画（収益性向上タイプ）に位置付けられることが必要である。 

 

２ また、個人の農業者が施設整備や機械導入を行う場合は、 

① 青色申告等により、農業経営に係る経理が家計と分離されていること 

② 後継者が確保されている等、事業の継続性が担保されていること 

が必要である。 

 

 ３ なお、産地が一丸となって取組を実施していることを明確にするため、補助金を活用する

取組主体が１者であっても、産地パワーアップ計画における「中心的な経営体又は団体の名

称及びその取組内容」には、当該取組だけでなく、成果目標の達成に関連する主たる取組を

記載する。 

 

（収共－２）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）と人・農地プラン及び地域計画の関

係いかん。（修正） 

（答） 

１ 産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）は、収益力強化を図るためのコスト削減や販

売額増を内容とする産地の戦略である一方、人・農地プランは人と農地の問題を解決するた

め、今後の中心となる経営体等を定めるもの、地域計画は地域での話し合いにより目指すべ

き将来の農地利用の姿を明確化するものであり、これらは策定目的が異なっている。 

 

２ 産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）については、目標の達成に必要な産地の中心

的な経営体等を位置付けることとしており、人・農地プラン及び地域計画との整合性がとれ

るよう策定していただきたい。 

 

３ なお、令和６年補正予算から、産地パワーアップ計画に定める産地が所在する市町村の過

半以上において、将来像が明確化された地域計画（※）を策定している場合は、加算措置を

講じることとしている。 

 

（※）以下のア及びイの要件を満たす地域計画のことをいう。 

 ア 農用地の利用の集積に関する目標 

地域計画に記載する「将来の目標とする集積率」（以下「目標集積率」という。）につい

て、次に掲げる基準を全て満たすものであること。 

（ア）目標集積率が、「現状の集積率」（以下「現状集積率」という。）を下回らないこ

と。 

（イ）目標集積率が８割以上であること。 

ただし、都府県にあっては、農業地域類型（「農林統計に用いる地域区分の制定について」



（平成 13 年 11 月 30 日付け 13 統計第 956 号農林水産省大臣官房統計情報部長通知）の

農業地域類型区分別基準指標の分類をいう。以下同じ。）が、市町村を単位として中間農業

地域又は山間農業地域である場合、目標集積率が次のいずれかを満たせば可とする。 

① 現状集積率が５割未満の場合にあっては、６割以上であること 

② 現状集積率が５割以上６割未満の場合にあっては、現状集積率から 10 ポイント以上

増加するものであること 

③ 現状集積率が６割以上の場合にあっては、６割以上であること 

イ 農業を担う者が定められていない農用地等の面積の割合 

地域計画に記載する「区域内の農用地等面積」から「地域内の農業を担う者一覧」に掲げ

る者の「10 年後」における「経営面積」及び「作業受託面積」の合計を控除した面積の割合

が、次に掲げる基準を満たすものであること。 

（ア）農業地域類型が都市的地域又は平地農業地域である場合にあっては、１割未満であ

ること 

（イ）農業地域類型が中間農業地域又は山間農業地域である場合にあっては、２割未満で

あること 

 

（収共－３）民間事業者も助成対象とすることができるのか。 

（答） 

１ 産地パワーアップ計画に中心的な経営体として位置付けられた民間事業者（中小企業）は

助成対象とすることができる。 

 

２ また、産地で生産された農産物の加工等を行う民間事業者（中小企業）について、本事業

を活用して施設整備する場合は、 

① 産地パワーアップ計画で設定された産地内で生産された農作物が、当該施設の全利用量

に対し過半を占めていること 

② 集出荷施設等については、施設の利用料金について、原則として施設の管理運営に必要

な経費の範囲内で設定されること 

を要件として、助成対象とすることが可能である。 

 

※ 交付等要綱別表２に定める食品事業者（大企業を含む。）が施設を整備する場合は、原

則、産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の対象区域内で生産される原材料を使用

することが必要。 

 

（収共－４）民間事業者のうち、大手資本又は大手資本から出資を受けている者も助成対象と

してよいのか。 

（答） 

１ 本事業の対象となる民間事業者は、いわゆる中小企業（※）のみを対象としており、大手

資本又は大手資本から出資を受けている者は助成対象外である。 

 

２ ただし、大手資本又は大手資本から出資を受けている者が、認定農業者（法人）や農地所

有適格法人の場合は、助成対象となる。 



 

３ また、食品事業者、中間事業者、流通業者がそれぞれ特定の施設を整備する場合にあって

は、大手資本の関係にかかわらず助成対象とすることができる。 

 

※ 中小企業は、中小企業基本法第２条第１項各号のいずれにも該当しない者及びこれらの

者から出資を受けた者（大手民間事業者）を除く者をいう。 

 

（収共－５）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に複数の成果目標を位置付けること

は可能か。 

例えば、①水稲の生産コスト 10％以上削減、②野菜（水稲から野菜への作付転換を

含む）の販売額 10％以上向上、を位置付ける場合は、どのような考え方になるのか。 

（答） 

１ それぞれの品目で各種要件を満たす場合は可能である。 

 

２ この例の場合、野菜の販売額（単位面積当たり）10％以上向上の成果目標は、取組前の「露

地野菜への作付転換前の水稲と現に作付している露地野菜の平均値」に対する取組後の「露

地野菜の値」で判断する。 

 

（イメージ）   

 成果目標 助成対象 

① 水稲 
生産コスト▲10％以上 

（産地全体） 

集約化に必要な大型機

械のリース料 

② 露地野菜 

販売額＋10％以上 

 

現状値：水稲（３ha）＋露地野菜（５ha）

の平均販売額（単位面積当たり） 

目標値：露地野菜（８ha）の販売額（単位

面積当たり） 

作物転換に必要な野菜

用機械のリース料 

 

３ なお、稲から高収益作物等へ転換を図る場合は、高収益作物等の面積要件を既存の面積規

模の１／２とすることが可能。 

（イメージ） 

現状値 
計画 

（目標値） 
考え方 

稲 40ha 

露地野菜 ５ha 

稲 37ha 

露地野菜 ８ha 

稲作からの転換の場合は露地野菜の面積

要件の１／２（５ha）を満たすため支援

対象 

 



（収共－６）稲から高収益作物等への転換における高収益作物等にはどのような品目が該当す

るのか。 

（答） 

稲（主食用米）と比較して収益性の高い品目をいい、具体的な対象品目は、各都道府県が

定める都道府県事業実施方針に明記することになる。 

 

（収共－７）成果目標（生産コストの 10％以上の削減等）は、取組主体事業計画ごとに達成す

る必要があるのか。 

（答） 

１ 成果目標は、産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）で立てるものであり、産地単位

で達成すればよいこととしている。 

 

２ 取組主体は、取組主体事業計画において、産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の

成果目標の達成に必要となる「取組目標」を設定することとしている。 

 

（収共－８）産地での成果目標（生産コストの 10％以上の削減等）の達成状況は、どのように

検証するのか。 

（答） 

１ 現状値と目標値、実績値の算出方法を一致させ、対外的に説明ができる方法で検証する必

要がある。 

 

２ 検証に必要な標準的なデータは以下のとおりである。 

① 生産コスト又は集出荷・加工コストの 10％以上の削減の場合 

現状、目標及び実績の面積、生産量（又は出荷量）、生産コスト又は集出荷・加工コス

ト 

② 販売額の 10％以上の増加の場合 

現状、目標及び実績の面積、生産量（又は出荷量）、価格（単価） 

③ 所得額の 10％以上の増加の場合 

現状、目標及び実績の面積、生産量（又は出荷量）、価格（単価）、生産コスト 

④ 契約栽培の割合の 10％以上の増加かつ 50％以上の場合 

現状、目標及び実績の面積、生産量、契約取引量（に相当する面積） 

⑤ 輸出向け出荷量又は出荷額の 10％以上の増加の場合（輸出実績がある場合） 

現状、目標及び実績の出荷量（又は生産量）、価格（単価） 

⑥ 総出荷額に占める輸出向け出荷額の割合５％以上又は輸出向けの年間出荷量 10 トン以

上の場合（新規の取組又は過去５年以内に輸出実績がない場合） 

現状、目標及び実績の出荷量（又は生産量）、価格（単価） 

⑦ 労働生産性の 10％以上の向上の場合 

現状、目標及び実績の面積、生産量（又は出荷量）、価格（単価）、労働時間 

⑧ 農業支援サービス事業体の利用割合の 10％以上の増加かつ 50％以上の場合 

現状、目標及び実績の面積、経営体数、利用経営体数又は利用面積 



 

（収共－９）収益性向上対策の産地における「一定のまとまり」とは、どのようなものを想定

しているのか。 

（答） 

例えば、次のようなつながりを持つ農業者等の集まりを想定しており、この集まりを「産

地」とすることが可能である。 

 

例１ 共同で集出荷していること 

例２ 同一の（新たな）栽培技術体系に取り組んでいること 

例３ 同一の品種を栽培していること 

例４ 共通の出荷基準を有していること 等 

 

（収共－10）成果目標を販売額増加とし、「野菜苗」で産地パワーアップ計画（収益性向上タ

イプ）を作成する場合、産地の範囲はどのように考えればよいのか。 

（答） 

１ 対象作物を種子種苗とする取組において、産地の考え方は、苗産地として取り組む場合と、

苗供給先を産地として取り組む場合の２通りがある。 

 

２ 苗産地として取り組む場合は、基本（原則）は苗の生産面積であるが、苗産地は小規模で

あっても面積要件以上に農業者への供給が可能であり、かつ農業者への優良種苗等の供給に

より、広範囲に受益が及ぶ一方で、基本の考え方では事業に取り組めない実態を踏まえ、特

例として苗の供給先面積でも可としている。 

 

３ このため、種子種苗生産を行う場合については、次のいずれの場合も産地パワーアップ計

画（収益性向上対策）の作成が可能である。 

 

① 苗産地として取り組む場合 

面積要件＝苗生産面積（施設の面積）   面積要件＝供給先の面積 

成果目標＝苗の販売額          成果目標＝苗の販売額 

 

② 供給先を産地として取り組む場合 

面積要件＝供給先の面積 

成果目標＝供給先農業者の販売額 

 

（収共－11）１農業者が複数の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に参加することは

可能か。 

（答） 

１農業者における取組は、基本的には１つの産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）

の中に位置付けられるものであるが、例えば、１農業者が複数の品目を生産している場合等

にあっては、複数の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）（水稲、野菜など）に参加



することはあり得ると考えられる。 

 

（収共－12）新規で施設を整備する場合、集出荷・加工コスト 10％以上削減は何と比較するの

か。 

（答） 

施設がなかった場合における農業者の出荷コスト等と比較することになる。 

 

（収共－13）目標達成率が 80％に満たなかった産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を

有する協議会であっても、新たな産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の作成

は可能か。 

（答） 

１  目標達成率が 80％に満たなかった産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を有する協

議会においては、当該産地と別の産地又は別の品目であれば、新たな作成は可能である。 

 

２ ただし、 

① 都道府県、地方農政局等において一期計画の結果を公表すること 

② 各段階の評価に当たり、一期計画で未達成となった要因の分析等を行うこと 

③ 次期産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）について、地方農政局等を含む各段階

で評価を踏まえた厳格な審査を行うこと 

により、目標を達成できなかった産地が安易に新たな補助金を受給することを防止し、効率

的で効果的な事業執行を行うこととしている。 

 

（収共－14）目標達成率が 80％に満たなかった産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を

有する協議会に対する農政局等の厳格な審査とはどのようなものか。（修正） 

（答） 

各段階の評価の実施に当たり、一期計画で未達成となった要因の分析等により今後の成果

目標達成見込みの根拠等について、より厳格に審査するものとし、未達成となった要因が解

消し、目標達成するまで、同一の産地、かつ同一の品目での次期産地パワーアップ計画の策

定は認めないものとする。 

 

（収共－15）成果目標の達成率が 80％に満たなかった取組主体が作成する次年度以降の取組主

体事業計画について、厳格な審査が行われるのはどのような場合か。 

（答） 

１ 目標年度に取組主体の成果目標達成率が 80％に満たなかった取組主体が、同一の産地、か

つ同一の品目での新たな産地パワーアップ計画に参加しようとする場合が該当（施設園芸エ

ネルギー転換枠で新たに産地パワーアップ計画を作成する場合を除く。）し、該当する取組

主体事業計画について、地方農政局等を含む各段階で厳格な審査等を行い、参加の可否を判

断することとする。(別紙５参照) 

 

２ なお、自然災害等により取組が困難となるような事態や社会経済情勢の変化により成果目



標の達成が困難となるような事態が生じている場合、地方農政局長等が開催する評価検討委

員会において妥当と判断されれば、成果目標を変更（品目転換を含む）し、又は評価を終了

することが可能である。（交付等要綱別記２第 16の４） 

 

（収共－16）取組主体事業計画に対する厳格な審査とはどのようなものか。 

（答） 

過去の取組主体事業計画で未達成となった要因の分析等を行い、新たな取組主体事業計画

の成果目標達成見込みの根拠等が適切か、過去の未達要因に対する十分な対策を講じている

か等について、地方農政局長等を含む各段階で審査するものとする。 

 

（収共－17）取組主体の成果目標について産地パワーアップ計画と同様に価格補正を行っても

よいか。（修正） 

（答） 

１ 令和３年度補正予算より前に交付決定を受けた取組主体が新たな事業に取り組む必要があ

る場合には、過去の事業計画の評価年又は直近の改善状況の報告時点にさかのぼって、成果

目標の価格補正を行うことができるものとする。ただし、価格補正により成果目標の達成率

が 80％以上となった場合でも、厳格な審査は必要である。 

 

２ 過去にさかのぼり価格補正を行うことで新たな産地パワーアップ計画の参加が可能となっ

た場合であっても、地方農政局長等が開催する検討会において、取組主体の成果目標を達成

し、評価終了するまでは改善計画の提出は必要となる（令和３年度補正予算からの取組主体

事業計画においては価格補正を行うこととなる。）。 

 

３ なお、産地パワーアップ計画の価格補正を実施するに当たっては、取組主体事業計画の価

格補正と重複して補正がされることのないようご留意願いたい。 

 

（収共－18）過去に取組主体から複数の農家等に貸付を行い取組目標が未達成であった場合、

貸付先の農家等は新たな産地パワーアップ計画へ参加できるのか。 

（答） 

貸付先の個人単位で成果目標達成状況の確認が可能であれば、目標達成している貸付先の

参加を認める。一方、成果目標が未達成であれば、成果目標を達成することが確実なときに

のみ参加を認めることとする。 

なお、いずれの場合も厳格な審査は必要である。 

 

（収共－19）別産地又は別品目の産地パワーアップ計画に参加する場合、厳格な審査の対象と

なるのか。 

（答） 

別産地又は別品目の産地パワーアップ計画に参加する場合においては、厳格な審査の対象

とはならないが、過去の取組主体事業計画の未達理由により、新たな取組主体事業計画の目



標が未達成となることはないか、計画の妥当性については十分に確認を行う必要がある。 

 

（収共－20）施設整備等を支援する他の事業で成果目標が未達成の場合の取扱いはどのように

なるか。 

（答） 

事業によって趣旨や目的が異なることから、他の事業での成果目標の達成状況は問わない

こととする。 

 

（収共－21）自然災害等による成果目標の変更・評価終了は天候不順等でも認められるのか。 

（答） 

１ 産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の成果目標及び取組主体事業計画の取組目標

が未達成の要因が、 

 ① 自然災害等により取組が困難となるような事態が生じている場合 

② 社会経済情勢の変化により成果目標の達成が困難となるような事態が生じている場合 

 であり、自助努力のみでは改善が見込まれないものにあっては、成果目標の変更（品目の変

更等を含む。）又は評価の終了をすることが可能である。 

 

２ これは、大規模な災害等を想定したものであり、天候等の要因で目標未達成であっても、

それが一時的なものであり、都道府県・農政局等で改善が可能と判断される場合には、引き

続き改善措置を求めることとなる。 

 

（収共－22）需要減が見込まれる品目や品種に取り組む場合、収益性向上対策を実施すること

はできないのか。（追加） 

（答） 

１ 需要減が見込まれる品目・品種であっても、今後一定程度の需要が見込まれる場合に限り、

生産コストの削減、高付加価値化等を通じて産地の収益性の向上に資する計画と認められれ

ば、収益性向上対策を実施することは可能である。 

 

２ 需要減が見込まれる品目・品種において事業を実施する場合は、当該品目・品種の需給動

向を十分に精査いただきたい。 

 

（収共－23）成果目標の「集出荷・加工コストの 10％以上の削減」は、どのような施設の整備

に取り組む場合に設定できるのか。 

（答） 

共同利用施設である乾燥調製施設・穀類乾燥調製貯蔵施設・集出荷貯蔵施設・農産物処理

加工施設の整備のみの取組については、集出荷・加工コストで目標設定が可能である。 

 



（収共－24）成果目標の「集出荷・加工コストの 10％以上の削減」は、施設利用料でみてもい

いのか。 

（答） 

１ 集出荷・加工コストは、施設運営コストで比較する。 

 

２ 施設利用料での比較は不可である。 

 

（収共－25）需要減が見込まれる品種・品目から需要が見込まれる品種・品目への転換率 100

％の面積カウントは、産地全体の面積から新たに転換する面積で計算するのか。 

（答） 

１ 産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）で定めた産地面積の 100％を転換することを

いう。 

 

２ また、需要減少が見込まれる品種・品目は、あらかじめ都道府県事業実施方針に定めるこ

とになる。 

 

（収共－26）契約栽培の定義は何か。（修正） 

（答） 

１ 生産者（生産・出荷段階）と実需者（販売段階）との間で取り交わす事前契約（は種前契

約、収穫前契約、複数年契約等）である。 

 

２ 農業者団体（農協等）は生産者側の主体であり、農業者と農業者団体（農協等）の契約は

含まれないが、農業者、農業者団体（農協等）及び実需者（小売業者・外食事業者等）との

３者契約は含まれる。 

 

３ なお、以下のような事例は契約栽培には含めない。 

（１）子会社が生産した農産物を親会社に市場価格にて出荷することのみを書面で取り交わし

たもの（他の企業が当該親会社から全量買い取りする旨の契約がある場合を除く。） 

（２）生産者と市場の間で、市場に出荷すること（販売委託等）のみの内容を書面で取り交わ

したもの 

 

（収共－27）成果目標の「労働生産性の 10％以上の向上」における労働生産性はどのように算

出するのか。 

（答） 

労働生産性の向上に関する成果目標は、「労働生産性＝販売額÷労働時間」により以下の

とおり算出することとする。 

 

① 販売額 

成果目標を「販売額の増加」とする場合と同じものとする。 



② 労働時間 

削減の対象となる労働時間は、 

ⅰ 直接労働時間（経営管理及び間接労働（機械修繕や集落の集会出席など）を除く、

農産物の生産・販売のための投下労働時間をいう。以下同じ。）の全て 

ⅱ 特定のまとまりを持つ労働時間であって、全体の過半を超える直接労働時間 

のいずれかとする。 

③ 現状値 

全ての受益農業者又は受益農業者数を母数として平方根で求めたサンプル以上を対

象として、農業者の作業記録に基づく聞き取り、アンケート調査又は作業日誌等の提出

等により算出することとする。 

ただし、記録がない場合は、県の機関等が公表するデータの推計その他都道府県が定

める方法によることも可能とする。 

④ 目標値 

現状値から 10％以上の向上する数値をデータ等に基づき算出・設定し、実績の把握は

現状値と同一の方法（ただし、現状値で推計による方法を選択した場合は、実績の把握

は作業日誌等の記録に基づき算出し、推計による現状値と比較・検証する。）により行

う。 

 

※ 鹿児島県及び沖縄県に所在する農産物処理加工施設において、国内産糖事業者が分み

つ糖の取組を行う場合の削減の対象とする労働時間は、当該施設における労務管理等の

間接労働を除く、作業従事者の全労働時間とし、現状値及び実績値における労働時間に

ついては、労務日誌等により把握するものとする（目標値は現状値から 10％以上向上す

るよう設定する。）。 

 

（収共－28）「労働生産性の 10％以上の向上」の成果目標について、どのような効果が期待さ

れているのか。 

（答） 

１ 労働力不足が深刻である中、販売額の維持向上に努めつつ、労働時間を削減しようとする

取組を支援することとしているものである。 

 

２ 例えば、生産コストの削減等の成果目標が設定しにくい産地においても、 

① トラクター等にＧＰＳ自動操舵システムを導入し、労働時間を削減 

② 環境制御装置を導入し、ハウス内環境管理に係る労働時間を削減するとともに、品質向

上により販売額を増加 

③ 集出荷貯蔵施設にロボットパレタイザーを導入し、施設を利用する農業者の待機時間や

出役日数を削減 

などの取組が可能となり、その効果が生じることとなる。 

 

（収共－29）「労働生産性の 10％以上の向上」の成果目標について、施設整備を行う場合、ど

のように活用できるのか。 

（答） 



１ 労働生産性の向上に関する成果目標は、販売額の維持向上に努めつつ、労働時間を削減し

ようとする取組を促進するため、「労働生産性＝販売額÷労働時間」で算出される労働生産

性が目標年度に 10％以上向上するような取組を支援することとしているものである。 

 

２ 施設整備を行う場合、以下のような活用が可能である。 

 

例１ 農業者が農産物の出荷・調製を手選別選果している場合、集出荷施設を整備すること

により、受益農業者が担う出荷・調製に係る労働時間を削減 

 

例２ 既存の集出荷施設に、ロボットパレタイザーを導入することにより、施設を利用する

農業者の待機時間や出役日数を削減 

 

３ なお、施設整備を行う場合は、受益農業者が担う一連の作業工程に係る直接労働時間に、

整備する施設における従業員の作業時間を加えた時間を用いて、労働生産性の算定を行うこ

ととなる。 

 

・新たに施設を整備する場合 

現状値（施設整備前）に用いる労働時間 

  受益農業者の直接労働時間  

 

受益農業者の直接労働の一部を施設に移行 

   施設の従業員の作業時間  

削減  

 

成果目標の設定や実績値の算出に用いる労働時間 

  受益農業者の直接労働時間  施設の従業員の作業時間  

・既存施設の機能向上を行う場合 

現状値（機能向上前）に用いる労働時間 

  受益農業者の直接労働時間  施設の従業員の作業時間  

 

機能向上により従業員の作業時間を削減 

   施設の従業員の作業時間  

削減 

 

成果目標の設定や実績値の算出に用いる労働時間 

  受益農業者の直接労働時間 施設の従業員の作業時間 

 

（収共－30）これまで産地で生産したことのない新規作物の生産に取り組む場合、本事業の助

成対象となり得るか。 



（答） 

１   都道府県事業実施方針に定める場合は、助成対象とすることも可能。 

 

２ ただし、これまで産地で生産したことのない新規作物の生産は比較的リスクも高いことか

ら、 

① 新規作物の生産・出荷の実現可能性 

② 事業効果 

等について十分検討するとともに、都道府県事業実施方針に推進・指導体制を明記し、効果

的な事業実施に万全を期す必要がある。 

 

（収共－31）新規作物の生産に取り組む場合、成果目標で「販売額の 10％以上の向上」を選択

することは可能か。 

（答） 

１ 可能である。 

 

２ 例えば、これまで生産していた作物の販売額と新規作物の販売額を比較して、目標年度に

おいて販売額が 10％以上向上する見込みであれば、成果目標とすることができる。 

 

（収共－32）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を、１ＪＡの整備事業のみで作成す

ることは可能か。 

（答） 

１ＪＡの整備事業（共同利用施設）のみの取組で成果目標の達成が可能な場合には、その

ような計画の作成も可能である。 

 

（収共－33）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を、１つの農地所有適格法人で作成

することは可能か。 

（答） 

１ 産地生産基盤パワーアップ事業は、産地としての収益力強化に向けた取組を支援するもの

であり、基本的には、複数の農業者による取組を想定している。 

 

２ ただし、地域協議会等が、Ａ市ａ地区の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の成

果目標の達成に必要と判断する場合は、同計画に一つの農地所有適格法人の取組（取組主体

事業計画）のみを位置付けることも可能である。 

 

３ 具体的には、ある中山間地域等で全ての農地を一つの農地所有適格法人が耕作している場

合は、このようなケースに該当するものと考える。 

 

（収共－34）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を、１品種で作成することは可能か。 



（答） 

１ 品目ごとの面積要件を満たしており、現状値及び目標値の算出など合理的な計画が作成で

きる場合は可能である。 

 

２ 例えば、水稲のコシヒカリのみ、施設野菜（いちご）のあまおうのみの計画とすることも

可能。 

 

（収共－35）交付等要綱別記２第４の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の基準に、

「本事業を含む国庫補助事業実施の有無に関わらず、収益性の向上の取組が行われる

こと」とあるが、これらの取組内容や目標の達成状況はどのように確認するのか。 

（答） 

１ 産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の目標は、 

① 国庫補助による取組と、 

② 国庫補助によらない地域独自の取組 

があいまって達成されるものと考えており、こうした地域独自の取組（コスト削減に向けた

利用集積の推進や高品質生産に向けた栽培マニュアルの作成等）についても産地パワーアッ

プ計画（収益性向上タイプ）に盛り込むことを求めているものである。 

 

２ 記載された取組について、個別に目標を設定することは求めないこととしており、産地パ

ワーアップ計画（収益性向上タイプ）の成果目標の達成状況を確認する際に必要に応じてこ

れらの目標の達成状況を確認することとしている。 

 

（収共－36）産地生産基盤パワーアップ事業の助成額に上限はあるのか。 

（答） 

１取組主体事業計画で１年度当たり 20億円である。 

 

（収共－37）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）は複数年計画を可能としているが、

最長何年までか。 

（答） 

産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）については、最長３年間、取組主体事業計画

については、最長２年間としている。 

 

（収共－38）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に１つの取組主体による複数の取組

主体事業計画を位置付けることは可能か。 

（答） 

１つの取組主体が産地での取組を複数に分けて段階的に取り組むことがあり得ることから

可能である。 

 



（収共－39）目標年度が異なる取組について、１つの産地パワーアップ計画（収益性向上タイ

プ）に位置付けてもいいのか。（修正） 

（答） 

１ 本事業の目標年度は、 

① 事業実施年度の翌々年度 

② 都道府県知事特認の場合は、上限５年以内において、品目の特性等を勘案して設定され

た目標年度 

③ 果樹の再植を伴う生産資材導入の取組の場合は、事業実施年度から 10年後 

としているところである。 

 

２ これらの取組を、１つの産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）にまとめた場合、そ

れぞれの取組の目標年度にズレがあるため、仮に「都道府県知事特認の場合の取組」や「果

樹の植栽を伴う生産資材導入の取組」の目標年度を、産地パワーアップ計画（収益性向上タ

イプ）の目標年度とすると、「事業実施年度の翌々年度が目標年度の取組」（以下「一般の

取組」という。）や「都道府県知事特認の場合の取組」の評価を適正な時期に行うことがで

きないなどの懸念がある。 

 

３ このため、原則として、「一般の取組」と「都道府県知事特認の場合の取組」及び「果樹

の植栽を伴う生産資材導入の取組」は、別々に産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）

を作成することとする。 

 

（注）１つの産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に、「一般の取組」、「都道府県知

事特認の場合の取組」及び「果樹の植栽を伴う生産資材導入の取組」のうち２つ以上の取

組を位置付ける場合は、以下のものを全て満たす場合に限る（この場合の目標年度は、「果

樹の植栽を伴う生産資材導入の取組」の目標年度（事業実施年度の 10年後）とする。）。 

① それぞれの取組が同一園地で行われること。ただし、新植を伴う生産資材導入の取組

については、同一園地でなくてもよいこととする。 

② それぞれの取組の事業効果の発現次期が同一となること 

 

（収共－40）共通３のアの品目「露地野菜」及び「施設野菜」の留意事項欄の「都市近郊地域」

は現市町村でみるのか、それとも旧市町村でみるのか。 

（答） 

１ 「都市近郊地域」は、一般地域に比べて農地面積が少ないという実態を踏まえ、野菜の面

積要件を大幅に緩和（（例）施設野菜：５ha→5,000平方メートル（0.5ha））しているとこ

ろである。 

 

２ 面積要件緩和の趣旨を踏まえると、「都市近郊地域」は、実際に取組が行われる旧市町村

単位でみることが適当と考える。   

＊－（参考）農林統計に用いる地域区分の制定について（平成 13年 11月 30日付け

13統計第 956号農林水産省大臣官房統計部長通知）（抜粋） 

 



都市的地域 

○ 可住地に占めるＤＩＤ面積が５％以上で、人口密度 500 人以上又はＤＩＤ

人口２万人以上の旧市区町村。 

○ 可住地に占める宅地等率が 60％以上で、人口密度 500人以上の旧市区町村。

ただし、林野率 80％以上のものは除く。 

 

（収共－41）産地の範囲が、農林統計に用いる地域区分における平地農業地域から中間農業地

域及び都市的地域に跨がっている場合における「面積要件」の考え方について。 

（答） 

産地パワーアップ計画の産地面積に占める「中間農業地域」及び「山間農業地域」の割合

が一定程度（過半）を超える等、合理的な説明が出来る場合に、中山間地域等の面積要件を

準用するという運用も可能と考える。 

 

（参考）農業地域類型について 

→ http://www.maff.go.jp/j/tokei/chiiki_ruikei/setsumei.html 

 

（収共－42）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に新たな取組を追加する場合は、成

果目標を上方修正する必要があるのか。 

（答） 

１ 産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に新たな取組を追加する場合は、 

① 成果目標のおおむね 0.1％以上の上方修正 

② 成果目標の追加（注） 

③ 面積の拡大 

のいずれかにより、事業効果の更なる向上を図ることが必要となる。 

 

２ 例えば、「単位当たりの生産コストの 10％以上の削減」及び「単位当たりの販売額の 10％

以上の増加」を設定している場合は、 

① 成果目標を維持し、産地面積を拡大すること 

② 成果目標を上方修正すること 

③ 産地面積の拡大を図る場合は、成果目標を下方修正しても、「単位当たりの生産コスト

の 10％以上の削減」又は「単位当たりの販売額の 10％以上の増加」を充足していること 

のいずれかに該当するときに、事業効果が高まるものと認められる。 

 

（注）当初計画（整備事業のみ）の成果目標を「集出荷・加工コストの 10％以上の削減」

とし、その後、産地の合意形成が整い次第、成果目標を「生産コストの 10％以上の削

減」とする基金事業（うち生産支援事業）を追加等 

 

（収共－43）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に複数の成果目標を位置付けること

は可能か。可能な場合、注意すべきことは何か。 

（答） 



１ 産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の成果目標は、原則１つである。 

 

２ 必要に応じて、複数の成果目標を設定することも可能であるが、この場合、産地パワーア

ップ計画（収益性向上タイプ）の目標年度の翌年度の事業評価において、全ての成果目標を

達成する必要がある。 

 

（収共－44）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の成果目標について、整備事業（共

同利用施設）を「集出荷・加工コストの 10％の削減」、基金事業（うち生産支援事業）

を「生産コストの 10％以上の削減」とすることは可能か。 

（答） 

１ 産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に、整備事業及び基金事業（うち生産支援事

業）を同時に位置付け、コスト削減に取り組む場合は、集出荷・加工コストの削減は、生産

コスト全体の削減に含めて評価することとしている。 

 

２ なお、成果目標の達成状況の検証に当たっては、集出荷・加工コストについても生産コス

トの一部として併せて評価するものとする。 

 

（収共－45）整備事業（共同利用施設）のみの産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を

早急に策定し、その後、産地の合意形成が整い次第、基金事業（うち生産支援事業）

を追加する予定である。 

この場合、成果目標に、「集出荷・加工コストの 10％以上の削減」のほか、新たに

「生産コストの 10％以上の削減」を設定することは可能か。 

また、これをもって、成果目標の上方修正とすることは認められるのか。 

（答） 

１ 新たに追加する取組が、既存の成果目標（集出荷・加工コストの 10％以上の削減）になじ

まない場合は、新たに成果目標（生産コストの 10％以上の削減）を設定し、産地パワーアッ

プ計画（収益性向上タイプ）の成果目標に併記する必要があると考える。 

 

２ また、新たな取組を追加する場合は、更に事業効果が高まるのであれば、成果目標の追加

をもって上方修正とみなすこととする。 

 

（注）「集出荷・加工コストの 10％以上の削減」は整備事業（共同利用施設）に、「生産コス

トの 10％以上の削減」は基金事業（うち生産支援事業）に適用するものとする。 

 

（収共－46）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の現状値について、例えば、新たに

取組が追加（面積の増加、参加農家の増加等）された場合、現状値を見直す必要はな

いのか。 

（答） 

１ 産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の現状値を固定したまま、毎年、新たな取組

を追加していくと、成果目標の達成が容易になるという問題が発生する場合がある。 

 

２ このため、産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）及び取組主体事業計画の現状値は、



新たな取組を追加する場合等においては、必要に応じて見直すこととする。 

 

（例）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の成果目標が「販売額の 10％以上の増加」

（別紙１（注２）により「総販売額」で比較）であって、当初に比べ取組農家数が増加す

る場合 

 

（収共－47）中山間地域等において、基金事業（うち生産支援事業）のみを実施する場合の、

「５戸以上の農業者が参加、又は取組面積が１ha以上」の考え方いかん。 

（答） 

中山間地域等において、基金事業（うち生産支援事業）のみを実施する場合は、 

①  産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の産地の面積（１ha以上） 

②  産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に位置付けられた取組主体事業計画に取り

組む農業者数（５戸以上）（注） 

のいずれかの要件を満たす必要がある。 

 

（注）取組主体又は取組主体の構成農家のどちらでも可。 

 

（収共－48）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の成果目標の「所得額の 10％以上の

増加」は、どのような検証方法があるのか。 

（答） 

１ 成果目標の達成状況の検証方法は、現状値と目標値の算出方法を一致させ、対外的に説明

ができる方法とする必要がある。 

 

２ なお、検証に必要なデータは以下のとおり。 

現状、目標及び実績の面積、生産量（又は出荷量）、価格（単価）、生産コスト 

 

（例） 

所得額 ＝ 販売額 － 生産コスト（原則、雇用労働費を含む。常時雇用に係る費用は

所得として評価するため、含めないことも可。） 

（注）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の成果目標の「販売額増加」及び「生産

コスト削減」の算出方法に基づき算出された数値で比較することも可。 

 

（収共－49）産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の実績の検証についてはどのように

行えばよいのか。 

（答） 

１ 産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の目標は、①国庫補助による取組と②国庫補

助によらない地域独自の取組があいまって達成されると考えており、こうした地域独自の取

組について産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に盛り込むことを求めている。 

 

２ このことから、産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の実績の検証については、 



① 産地の現状、課題・問題点 

② 施設・機械等の導入や産地の取組による効果、成果目標の達成状況 

③ 現状値より実績値が上回る又は下回る場合の具体的な要因 

④ 達成状況が低調な場合における具体的な指導内容 

等、産地独自の取組や地域協議会及び取組主体への指導内容を含めた観点からの検証が必要

となる。 

 

（収共－50）成果目標で「販売額の 10％以上の増加」を選択する場合の評価における価格補正

は、どのように行うのか。 

（答） 

成果目標で「販売額増加」を選択する場合の評価における価格補正については、次の考え

方に基づき行うこととする。 

 

補正後の販売額＝目標年度の実績の販売単価×補正係数×目標年度の実績の数量 

 

補正係数 ＝ 
地域（県又は国を含む）の事業実施前年度の販売単価（※） 

地域（県又は国を含む）の目標年度の販売単価（※） 

 

※ 地域（県又は国を含む）の販売単価については、地方卸売市場の取引価格や需給レポー

トなど、地域の実情に見合った資料等が活用可能である。 

※ 予め価格を固定した契約取引など、市場の需給といった外的要因等による価格変動が生

じないときは、価格補正を行わないものとする。 

 

（収共－51）成果目標で「所得額の 10％以上の増加」を選択する場合の評価における価格補正

は、どのように行うのか。 

（答） 

成果目標で「所得額増加」を選択する場合の評価における価格補正については、次の考え

方に基づき行うこととする。 

 

補正後の所得額＝（目標年度の実績の販売単価×補正係数×目標年度の実績の数量） 

－生産コスト 

 

補正係数 ＝ 
地域（県又は国を含む）の事業実施前年度の販売単価（※） 

地域（県又は国を含む）の目標年度の販売単価（※） 

 

※ 地域（県又は国を含む）の販売単価については、地方卸売市場の取引価格や需給レポー

トなど、地域の実情に見合った資料等が活用可能である。 

※ 予め価格を固定した契約取引など、市場の需給といった外的要因等による価格変動が生

じないときは、価格補正を行わないものとする。 

 



（収共－52）特定の産地で全国シェアが大きい品目は、価格補正をしなくてもよいか。 

（事業の取組の成果により販売単価が上昇したとしても、全国の販売単価について

も産地の販売単価の上昇と併せて上昇するため。） 

（答） 

① 当該産地・品目の全国シェア（通年又は産地品目の出回り期間）が相当程度高いこと 

② 当該産地・品目の販売単価上昇が、事業及び産地の取組の効果であること 

③ 全国的な販売単価上昇が当該産地の販売単価上昇に起因することが明らかであること 

④ 当該産地・品目の単収が平年単収と大きく変わらず、豊凶による販売単価の上昇でな

いこと 

等、外的要因等による価格変動の影響度がわずかであることが対外的に説明できる場合に

は、必ずしも価格補正を行わなくてもよい。 

 

（収共－53）農産物輸出の成果目標で「新規の取組又は直近年の輸出実績がない場合は、総出

荷額に占める輸出向け出荷額の割合５％以上又は輸出向けの年間出荷量 10トン以上」

としているが、「直近年」とはどの程度をいうのか。 

（答） 

農産物輸出の取組における「直近年」は、事業実施年度から過去５年以内を想定している。 

 

（収共－54）事業効果の早期発現を目指し、３年目を目標年度として６％を超える成果目標を

設定した場合において、目標年度に成果目標を達成できない場合はどうするのか。 

（答） 

当該成果目標の設定は、通常の５年目から２年間を短縮して３年目に事業効果の早期発現

を目指す場合にその３／５以上の効果を見込むものであることから、当該成果目標を達成で

きなかったときは、通常の取組と同様に、５年後に目指すべき 10％以上（３年目の成果目標

に５／３を乗じたもの）の成果目標を達成するための改善措置を講じることとなる。 

 

（収共－55）産地において事業効果の早期発現を目指し、３年目に６％を超える成果目標を設

定した場合であっても、翌年度以降の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に

新たな取組を追加することができるか。 

（答） 

１ あくまでも産地における事業効果の早期発現を目指す取組であることから翌年度以降に新

たな取組を追加する場合は、通常の取組と同様に産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）

の成果目標を 10%以上の水準に上方修正することが必要となる。 

 

２ なお、既存の計画に位置付けられた取組と同一年度に実施する取組を追加する場合は、事

業効果の早期発現が見込めるのであれば、（収共－39）に準じて、当該６％超の成果目標の

上方修正等により事業効果の更なる向上を図ることで、新たな取組を追加することが可能と

なる。 

 

３ また、当該成果目標が達成した（又は確実に達成することが見込まれることが明らかな）



場合は、新たな産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を作成することができる。 

 

 

【農業支援サービスの利用率に係る成果目標について】 

（収共－56）支援対象となる農業支援サービス事業の定義いかん。 

（答） 

１ 支援対象とする農業支援サービス事業体としては、 

① 農業者の行う農作業を代行する「専門作業受注型」 

② 農業者が使用する農業用機械等を、レンタル・サブスクリプション等の販売以外の手段に

よって農業者に提供する「機械設備供給型」 

③ 作業者を必要とする農業現場に農作業を行う人材を派遣する「人材供給型」 

④ 農産物（生育途中のものを含む）、種苗、土壌やほ場等の状態の把握及びその情報の分析

を行い、農業者にそれに基づく情報・助言等を提供する「データ分析型」 

の４類型を想定している。 

 

２ なお、上記４類型に当てはまらない農業支援サービス事業体についても、事業実施主体等

から事前に農林水産省と協議して了承を得れば支援対象にできるとしており、具体的な協議

は本省技術普及課で対応するものとする。 

 

（収共－57）「農業支援サービス事業育成対策」と「強い農業づくり総合支援交付金のうち農

業支援サービス事業支援タイプ」、「産地生産基盤パワーアップ事業」に支援内容等

の違いはあるのか。 

（答） 

① 「農業支援サービス事業育成対策」は新規事業立ち上げ当初のニーズ調査や人材育成等

のソフト支援、 

② 「強い農業づくり総合支援交付金のうち農業支援サービス事業支援タイプ」は県域をま

たぐなどより広範な産地を対象とした取組を展開する事業体への機械等導入支援、 

③ 「産地生産基盤パワーアップ事業」は特定産地と紐付いて取組を展開する事業体への機

械等導入支援 

を想定している。 

 

（収共－58）「農業支援サービス事業育成対策」と「強い農業づくり総合支援交付金のうち農

業支援サービス事業支援タイプ」や「産地生産基盤パワーアップ事業」で事業間に関

連はあるのか。 

（答） 

１ 事業間に採択上の関連はなく、それぞれ個別に審査等を行う。 

 

２ 詳細は個別の審査基準等を参照いただきたい。 

 



（収共－59）農業支援サービス事業体として、民間事業者は支援の対象となるのか。大企業は

対象外なのか。 

（答） 

「産地生産基盤パワーアップ事業」における農業支援サービス事業体については、成果目

標の追加であり、現状の産地生産基盤パワーアップ事業（収益性向上対策）のルールどおり

である。 

 

（収共－60）産地及び農業支援サービス事業体の考え方いかん。農業者の組織する団体やＪＡ

の農業支援サービス活用部会などでも対象になるのか。 

（答） 

１ 例えば、次のようなつながりを持つ農業者等の集まりを想定しており、農業者の組織する

団体やＪＡの農業支援サービス活用部会なども対象となり得る。 

例１ 共同で集出荷すること 

例２ 同一の（新たな）栽培技術体系（農業支援サービスの活用含む）に取り組むこと 

例３ 同一の品種を栽培すること 

例４ 共通の出荷基準を有すること 等 

 

２ ただし、 

① １農業者における取組は、基本的には１つの産地パワーアップ計画に位置付けられるた

め、既に産地パワーアップ計画に位置付けられている（位置付けられる予定の）農業者は

含めることが出来ないこと 

② 一部の農業者等のみで完結する共助（サービス利用に関する募集を掛けない取組等）は

農業支援サービス体とはみなさないこと 

③ 面積要件を満たす必要があること 

等に留意が必要である。 

 

（収共－61）農業支援サービス事業体の利用割合の計算方法の考え方いかん。 

（答） 

 産地において、導入する農業支援サービス事業を利用する経営体数又は面積の割合で計算

する。 

 

（収共－62）複数のサービスを導入する際の計算方法の考え方いかん。 

（答） 

１ 産地において、導入する農業支援サービス事業を利用する経営体数又は面積の割合で計算

することとしており、複数のサービスを導入する場合は導入する全てのサービスの合計で計

算する。 

 

２ なお、利用割合の計算は、延べ数ではなく、１つ以上のサービスを導入した経営体数又は

面積の割合とする。 



 

（収共－63）ヘリ防除からドローン防除に切り替える場合の計算方法の考え方いかん。 

（答） 

１ ヘリ防除からドローン防除など、同様の作業を目的としたサービスの切り替えのみを持っ

ては増加とはみなさない。 

 

２ 一方で、例えば、ヘリ防除の経営体数（面積）をドローン防除に置き換え、かつ 10%以上増

加させる場合は対象となる。 

（例；ヘリ 50%→ドローン 50%は不可。ヘリ 50%→ドローン 60%なら 10%増かつ 50%以上なので

可） 

 

（収共－64）センシング等を複数品目で取り組む場合の面積要件の考え方いかん。 

（答） 

１ 産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の対象作物のうち、最も大きい面積の品目で

判断する。 

 

２ 例えば、稲、麦及び大豆（豆類）について、平場で取り組む場合は、実面積で合わせて 50ha

（稲の面積要件）（注）をクリアできれば可とする。 

（注）北海道の平場の場合は、合わせて 60ha（麦の面積要件）をクリアすることになる。 

 

（収共－65）既に産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に位置付けられている事業体が

新たに他の品目や別のサービスを提供する場合の考え方いかん。 

（答） 

１ １農業者（事業体）における取組は、基本的には１つの産地パワーアップ計画（収益性向

上タイプ）の中に位置付けられるものであることから、同一農業者（事業体）が含まれる場

合は産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に新たな取組を追加することとなる。 

 

２ 産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）に新たな取組を追加する場合は、 

① 成果目標のおおむね 0.1％以上の上方修正 

② 面積の拡大 

等により、事業効果の更なる向上を図ることが必要となる。 

 

３ なお、１農業者（事業体）が複数の品目に取り組む場合等にあっては、複数の産地パワー

アップ計画（収益性向上タイプ）（稲、露地野菜など）に参加することはあり得ると考えら

れることから、新たな品目で取り組む場合は、別計画の作成も可能である。 

 

（収共－66）既存の産地パワーアップ事業計画との重複の考え方いかん。 

（答） 



複数品目の場合及び同一事業体が新たに他の品目や別のサービスを提供する場合には、

（収共－65）に従い作成し、同一品目で重複が生じないようにする必要がある。 

 

（産地パワーアップ計画を作成できない重複例） 

例１ 既にコスト削減を目標とする産地パワーアップ計画を作成している産地の中で、一

部農業者が農業支援サービス事業を活用する組合を作り、農業支援サービス事業体の

利用割合を目標とする新たな産地パワーアップ計画（同一品目）を作成する 

 → １農業者が同一品目で複数の計画に位置付けられるため「不可」。 

 

例２ 農業支援サービス事業体の利用割合を目標とする産地パワーアップ計画を農業支援

サービス活用部会で作成したＪＡが、施設整備を行うため、より広域なＪＡ組合員を

産地とする新たな産地パワーアップ計画（同一品目）を作成する 

 → 一部の組合員が同一品目で複数の計画に位置付けられるため「不可」。 

 

（収共－67）機械導入でなく施設整備の際の成果目標としても活用出来るのか。 

（答） 

 施設整備を行うことは対象外ではないが、現時点では農業支援サービス事業の利用割合を

増加させることと、施設整備を行うことに関係がある場合が想定されないため、施設整備に

本目標を活用することは想定していない。 

 

（収共－68）農業支援サービスの一環として産地生産基盤パワーアップ事業で導入した機械を

農業支援サービス事業体から生産者にレンタルする場合のレンタル料金の考え方いか

ん。 

（答） 

１ 補助事業により取得した農業機械をそのままレンタルする場合の賃借料は、取組主体の機

械費負担＋年間管理費が原則となる。 

 

２ このとき、年間管理費の中に合理的な範囲で一定の利潤を含めることは可能。 

 

（収共－69）農業支援サービス事業体の利用割合についての産地の成果目標を立てる場合、当

該産地で利用する農機シェアリング等のために農機をリース導入する農業支援サービ

ス事業体は、産地の外部の事業体でもよいのか。 

（答） 

 産地外の農業支援サービス事業体が対象外というわけではないが、 

・大企業は原則対象外であること、 

・目標を立てる産地でサービスを行うための機械等をリース導入・取得することが前提であ

り、当該産地での利用のみであること 

に十分に留意する必要がある。 

 

（収共－70）産地パワーアップ計画（収益性向上対策）の実施期間が経過した産地において、

翌年に同一の産地で同一の品目に対して取組を行う場合、過去の産地パワーアップ計



画（収益性向上タイプ）の事業評価を行う前であっても新たな産地パワーアップ計画

の作成は可能か。 

（答） 

１ 産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の実施期間を経過した産地については、これ

までの成果に加え、さらに販売額 10％以上向上等の成果目標を設定することで、新たに産地

パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を作成することは可能である。 

 

２ また、産地においては、収益力強化に向けた取組を絶え間なく行うことが重要であること

から、過去の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の最終年度において既に目標達成

率の８割以上を確保している場合など、目標年度に確実に目標達成が見込まれることが明ら

かな場合、同計画の事業評価を行う前であっても、同一の産地、同一品目で新たに産地パワ

ーアップ計画（収益性向上タイプ）を作成することができるものとする。 

 

３ なお、この場合、同一の成果目標を掲げるときは、現状値を過去の産地パワーアップ計画

（収益性向上タイプ）の目標値及び実績値の大きい方とする。 

 

（例）新たな産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の成果目標：過去の計画と同一の販

売額の 10％増加 

・産地パワーアップ計画の最終年度における目標達成率が８割以上の場合 

過去の計画（１期目）         新たな計画（２期目） 

現状値：10,000            現状値：11,000 

目標値：11,000            目標値：12,100 

実 績：10,800 

 

・産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の最終年度における実績が目標値を超えて

いる場合 

過去の計画（１期目）         新たな計画（２期目） 

現状値：10,000            現状値：11,500 

目標値：11,000            目標値：12,650 

実 績：11,500 

 

（収共－71）過去の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）と成果目標が異なる場合、新

たな計画はどの時点で作成できるのか。 

（答） 

１ 過去の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）と成果目標が異なる場合であっても、

過去の産地パワーアップ計画の最終年度において既に目標達成率の８割以上を確保している

場合など、目標年度に確実に目標達成が見込まれることが明らかな場合、同一産地で同一品

目でも、事業評価を行う前に新たな計画を作成することは可能である。 



 

２ ただし、この場合、過去の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）については設定し

た成果目標の達成は必要となることから、新たな産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）

の作成にあっては、過去の計画と新たな計画のどちらに属する効果であるかを適正に計るこ

とが可能な成果目標を設定し、それぞれの事業効果の測定方法を明らかにするものとする。 

 

（例） 

過去の計画（１期目）  新たな計画（２期目） 

農業機械を導入し

てコスト削減 
⇒ 

農産物処理加工施

設を整備して輸出

増加 

⇒ 効果が重複しないため計画可。 

     

農業機械を導入し

てコスト削減 
⇒ 

農業機械を追加導

入して販売額増加 
⇒ 

それぞれの効果を適正に計ることが可

能な場合は計画可。 

 

（収共－72）新計画における「同一産地」の考え方いかん。 

（答） 

１ 同一品目であっても、栽培面積が新計画と既存計画との受益面積の重複が一部に留まる場

合は同一産地とみなさない。 

 

２ 具体的には、産地パワーアップ計画の実施期間が経過した産地において、 

① 新計画において既存計画との重複が一部（概ね２割を超えない範囲）に留まる場合、 

② 新計画（既存計画との重複部分）が既存計画の一部（概ね２割を超えない範囲）に留ま

る場合 

について、既存の産地パワーアップ計画とは別に新たに産地パワーアップ計画を作成するこ

とができるものとする。 

 

３ ただし、新たな産地パワーアップ計画の作成にあっては、既存の計画と新計画のどちらに

属する効果であるかを適正に図ることが可能な成果目標を設定し、それぞれの事業効果の測

定方法を明らかにするものとする。 

 

（例１）既存計画と新計画の一部の面積が重複する場合 

（重複部分の面積／新計画（既存計画）の面積 ＜ 概ね２割） 

 

 

 

 

 

 

 

既存計画（200ha） 

 重複 

部分 

（20ha） 

新計画（150ha） 



 

 

 

（例２）新計画の面積が既存計画より大きい場合 

（既存計画の面積／新計画の面積 ＜ 概ね２割） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例３）新計画の面積が既存計画より小さい場合 

（新計画の面積／既存計画の面積 ＜ 概ね２割） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（収共－73）事業評価前に同一成果目標で新たな産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）

を作成した場合、以前の産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の事業評価は行

うのか。 

（答） 

１ 事業評価前に新たな産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）を作成した場合であって

も、事業評価年においては、以前の計画に係る事業評価は必要である。 

 

２ この場合、可能な限り、新たな計画に属する効果を排除した上で、過去の計画に係る事業

効果を測定するよう努めるものとする。 

 

３ なお、新たな計画に属する効果を排除できない場合、過去の計画が目標を達成したか否か

の判断については、新たな計画の事業評価をもって行うものとする。 

 

 

【取組主体事業計画】 

（収共－74）取組主体事業計画における取組目標とは何か。 

（答） 

既存計画（200ha） 

新計画（200ha） 

既存計画

（30ha） 

新計画

（30ha） 



１ 取組主体事業計画には、産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の成果目標の達成に

必要となる「取組目標」を設定することとしている。 

 

２ 取組主体事業計画は、産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の成果目標（生産コス

トの 10％以上の削減等）の達成に必要な取組として位置付けられるものであり、具体的な要

件については、都道府県ごとに都道府県事業実施方針に明記することになる。 

 

（収共－75）農業者が機械リースのほか施設整備に取り組むことも可能か。 

（答） 

１ 可能である。 

 

２ ただし、個人の農業者が施設整備を行う場合は、 

① 青色申告等により、農業経営に係る経理が家計と分離されていること 

② 後継者が確保されている等、事業の継続性が担保されていること 

を要件としている。 

 

 

【事業内容】 

（収共－76）本事業の助成対象及び補助率いかん。 

（答） 

１ 整備事業の助成対象施設及び補助率については、強い農業づくり総合支援交付金（産地基

幹施設等支援タイプ）の耕種作物共同利用施設整備と同じである。 

 

２ 基金事業（うち生産支援事業）の補助率については、 

① 農業機械等の導入及びリース導入支援については本体価格（消費税除く）の 1/2以内 

② 生産資材等の導入支援については資材費の 1/2以内 

③ 弾丸暗きょ、明きょの作業労賃（注）については 1/2以内 

としている。 

（注）自家施工による費用分は補助対象外。 

 

３ また、基金事業（うち生産支援事業）の助成対象については、 

① 農業機械等の導入及びリース導入支援については、農業専用機械等であって本体価格（消

費税除く）が 50万円以上のもの 

② 生産資材等の導入支援については、農業に用いる資材であって、複数年にわたってその

効果が発現するもの（肥料、農薬及び原木等の消費財は除く） 

を助成対象とすることしている。 

 

４ 基金事業（うち効果増進事業）の補助率については、 

① 計画策定等に必要な会議開催費用 

② 技術実証に必要な経費 



等について、定額（1/2相当）としている。 

 

（収共－77）整備事業を行う場合において、強い農業づくり総合支援交付金（産地基幹施設等

支援タイプ）と産地生産基盤パワーアップ事業（収益力向上対策）ではどのような違

いがあるのか。また、すみ分けはあるのか。 

（答） 

１ 強い農業づくり総合支援交付金（産地基幹施設等支援タイプ）は産地の大規模・中核的施

設の整備を中心に活用されることを想定している。 

 

２ 一方、産地生産基盤パワーアップ事業（収益性向上対策）は産地の多種多様な取組をソフ

ト・ハード一体的に総合的に支援するものであり、非破壊検査器などの内部設備等の機動的

な施設整備を中心に活用されることを想定している。 

 

（収共－78）内部設備を基金事業（うち生産支援事業）により農業機械導入又は農業機械リー

ス導入として導入することは可能か。（修正） 

（答） 

１ 簡易なビニールハウスの内部設備については、基金事業（うち生産支援事業）により農業

機械導入又は農業機械リース導入として導入することは可能である。 

 

２ 低コスト耐候性ハウスや集出荷施設等の整備事業の対象施設の内部設備については、原則

として、基金事業（うち生産支援事業）により農業機械導入又は農業機械リース導入として

導入することはできないものとする。 

 

３ ただし、昨今の高温化傾向による農作物への影響等を軽減するため、高温対策に必要とな

る設備（色彩選別機、農業用ハウスの冷房装置（細霧冷房、パッドアンドファン及びヒート

ポンプに限る。））については、施工に要する経費を除き、基金事業（うち生産支援事業）

により導入することは可能とする。 

 

（収共－79）農産物処理加工施設のうち、加工施設の補助対象基準において、「茶の加工施設

を食品事業者が整備する場合」とあるが、食品事業者とはどのような者をいうのか。 

（答） 

茶の製品の製造又は製造小売を行う民間事業者をいう。 

 

（収共－80）国の支援と併せて、都道府県や市町村が支援を行うことは可能か。 

（答） 

可能である。なお、一定の要件を満たす場合には地方財政措置が講じられる。 

 

（収共－81）本事業における事業着手はどの時点になるのか。 



（答） 

１ 施設整備においては、入札の公告など対外的に事業名を掲げて施工業者等を募集する時点

を事業着手となる。（注） 

 

２ 他方、農業機械のリース等においては、契約された時点で着手となる。 

 

（注）取組主体は、自己の責任において、交付等要綱別記２第 11の交付決定前に一般競争入札

等を行うことが可能。 

この場合、取組主体は、 

①  都道府県知事に対して交付決定前着手届（を提出（ただし、取組主体事業計画の承認

後に限る。）するとともに、 

②  交付決定を受けるまでの間に生じたあらゆる損失について、自己の責めに帰するこ

とを了知の上で行うものとする。都道府県知事は、取組主体から交付決定前着工届の提

出を受けた場合は、地方農政局等に写しを報告するものとする。 

 

（収共－82）内部設備としてフォークリフト等の整備は可能か。 

（答） 

専用機械であり、施設の運用に不可欠なもの（回転アーム、プッシュプル又はハイマスト

付きフォークリフト）に限り、施設の種類に応じ整備事業、基金事業（うち生産支援事業）

のいずれかで助成対象となり得る。（収共－57も参照のこと。） 

 

（収共－83）面積要件は実面積か。それとも延べ面積か。また、事業開始時点で面積要件を満

たしている必要はあるか。（修正） 

（答） 

１ 特に断りのない限り、実面積である。 

 

２ また、面積要件は採択要件であるため、原則として事業開始時点で満たしている必要があ

る。 

 

（収共－84）ブロックローテーションの場合の面積要件は、どうなるのか。 

（答） 

産地パワーアップ計画の対象作物のうち、最も大きい面積でみる。 

例えば、水稲、麦及び大豆（豆類）で取り組む場合は、実面積で 50ha（水稲の面積要件）

（注）をクリアできれば可とする。 

 

（注）北海道の場合は、60ha（麦の面積要件）をクリアすることになる。 

 

（収共－85）基金事業（うち生産支援事業）で導入又はリース導入する農業機械や購入する生

産資材は、どのように管理するべきか。 



（答） 

都道府県事業実施方針等に基づき、適切に管理されるべきと考える。 

 

（注）本事業は、産地としての収益力強化に向けた地域の意欲的な取組を支援するものであ

り、目標年度以降も、継続して取り組むことが期待されているところである。 

 

 

【きのこ・山菜類の取組】 

（収共－86）きのこ、山菜類を助成対象とした理由いかん。 

（答） 

１ きのこ、山菜類は、森林原野を起源とする生産物であるという理由から、これまで特用林

産物として対象外としてきたところである。 

 

２ しかしながら、最近では、農業者が複合経営の一環として他の農作物と複合的に経営を行

い、肥培管理を行って栽培されるものもあり、農業者の経営に欠かせないものとなっている

ことから、今般、支援対象とすることとしたところである。 

 

３ なお、都道府県において、予め、きのこ及び山菜類を所掌する部局を含む関係部局間で調

整を行うこととしている。 

 

（収共－87）きのこ、山菜類を対象とする場合は、どのような取組や施設が支援対象となるの

か。 

（答） 

１  支援対象となる取組は、農業者等が、複合経営の一環として、 

① 他の作物と複合的に経営 

② かつ、肥培管理を行い栽培 

を行う場合としている。 

 

２  また、１の場合に必要性の高いものとして、支援対象施設は、 

① きのこは、生産技術高度化施設 

② 山菜類は、生産技術高度化施設のほか、農産物処理加工施設、集出荷施設等 

を対象としている。 

 

（収共－88）きのこの対象施設を、生産技術高度化施設とする理由いかん。 

（答） 

１ 「きのこ栽培」は、農業者等が複合経営の一環として他の農作物と複合的に経営を行い、

肥培管理を行って栽培されるものもあり、農業者の経営に欠かせないものとなっている。 

 

２ このような状況を踏まえ、農業者の複合経営を支援する観点から、生産関連施設として、

生産技術高度化施設を支援対象としたところである。 



 

（収共－89）山菜類の対象施設を、生産技術高度化施設のほか、農産物処理加工施設、集出荷

施設等とする理由いかん。 

（答） 

１ 山菜類は、「野菜」として取り扱われ、 

① 出荷に当たっては水煮、缶詰、漬物等多様な処理工程が必要であること 

② また、これらの加工品の販売は農業者の安定した所得確保・産地の活性化に資すると考

えられること 

から、農産物処理加工施設、集出荷施設等を支援対象としたところである。 

 

２ 一方、きのこは、「その他地域特産物」として取り扱われ、加工品の主流が乾しいたけと

なっている中で必要性の高い生産技術高度化施設を支援対象としたところである。 

 

（収共－90）きのこ、山菜類を対象とする場合、法人が、農業者に貸し出すことを目的として、

施設を整備することは可能か。 

（答） 

１ 貸し出し先農業者が、複合経営を行っている等の要件を満たす場合は可能である。 

 

２ 他方、法人が特用林産物を生産し、当該法人の従業員が自らの経営として水稲等を生産す

る場合は、当該法人及び従業員の経営は別々であることから、それぞれの取組は、複合経営

に当たらないため、支援対象外である。 

 

  （参考）「複合経営」の考え方 

具体例 要件の可否 

法人Ａが水稲と特用林産物を生産し、自

ら販売 
〇 

法人Ａの経営は、水稲と特用林産物の複

合経営に該当する。 

法人Ａが特用林産物のみを生産し、法人

Ａの従業員Ｂが自ら水稲経営を実施 
× 

法人Ａ及び従業員Ｂの経営は別々であ

り、それぞれ複合経営に該当しない。 

法人Ａが特用林産物のみを生産し、自ら

販売 
× 

法人Ａは特用林産物の単一経営であり、

複合経営には該当しない。 

 

（収共－91）きのこ、山菜類の取組において、任意組織として、４戸が特用林産物、１戸が他

の作物の生産に取り組む場合も支援対象となるのか。 

（答） 

１ 任意組織（代表者の定めがあり、かつ、組織及び運営についての規約の定めがある団体）

として経理を行っている場合は、５戸は１つの経営となり複合経営に当たることから、支援

対象となる。 

 

２ 他方、任意組織の５戸が個々に経理を行っている場合については、複合経営に当たらない

ため、支援対象外となる。 



 

（収共－92）きのこ、山菜類の取組において、法人が取組主体となり、農家に貸し付けること

を目的として施設を整備する場合、都道府県は、法人の貸付先農家が複合経営である

ことをいつまでに確認する必要があるのか。 

（答） 

都道府県は、産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）の承認申請までに、複合経営農

家であること（新規就農者の場合は、事業実施年度内に複合経営が行われることが確実と認

められること）の確認を行うこととする。 

 

（収共－93）これまで産地で生産したことのないきのこ、山菜類の生産に取り組む場合であっ

ても、本事業の支援対象となるのか。 

（答） 

１ 支援対象となる。 

 

２ ただし、これまで産地で生産したことのない全くの新規作物等の生産はリスクも高いこと

から、都道府県においても、 

① 新規作物の生産の実現可能性 

② 事業効果 

等について十分検討し、効果的な事業実施に万全を期す必要がある。 

 

（収共－94）きのこ、山菜類の取組において、複合経営に占める「他の作物」の割合（販売量

や販売額の割合）に、下限はあるのか。（修正） 

（答） 

農業センサス等で用いられている農業経営組織の分類を準用し、農産物販売金額のうち、

主位部門の販売金額が６割未満の場合、複合経営と見なすこととする。 

 

（収共－95）菌糸発生施設は支援対象となるのか。 

（答） 

菌類栽培施設又は菌床製造施設と一体的に整備する場合は、生産技術高度化施設として支

援対象となる。 

 

（収共－96）きのこ栽培施設の上限事業費として、「菌類栽培施設」と「菌床製造施設」があ

るが、「菌糸発生施設」は、どちらに該当するのか。 

（答） 

「菌糸発生施設」の上限事業費は、一体的に整備する「菌類栽培施設」又は「菌床製造施

設」の上限事業費とする。 

 



（収共－97）特用林産物を助成対象としないのか。 

（答） 

１ 特用林産物は、主として森林原野において生産されてきた産物で、一般用材を除く品目の

総称であり、多種多様に及ぶところである。 

 

２ 本事業は、農業の国際競争力の強化を目的とする事業であり、特用林産物に位置付けられ

るきのこ、山菜類について、食用として栽培され一般的に流通しており、農業者が複合経営

の一環として複合的に経営を行い、かつ肥培管理を行って栽培しているものであれば事業目

的に沿うことから、助成対象としている。 

 

（収共－98）山菜類にはどのような品目があるのか。 

（答） 

山菜類に含まれるものは、たけのこ、わさび、わらび、ぜんまい、たらのめ、ふきのとう

等がある。 

 

（参考）特用林産物生産統計調査 

http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/tokuyo_rinsan/ 

（注）統計では、たけのこ、わさびは山菜には含まれないが、山菜類には含まれる。 

 

（収共－99）きのこ、山菜類を対象とする場合の留意点は何か。 

（答） 

１ きのこ、山菜類は、森林原野を起源とする生産物であることから、林野部局の補助金等で

も支援を行っているところである。 

 

２ このため、予め、林野部局と農業部局で十分に調整を行っていただきたい。 

 

（収共－100）水わさびは支援対象となるのか。 

（答） 

水わさびは、山菜類に含まれ、交付等要綱等の要件に合致すれば、支援対象となる。 

 


